






　
　　　

①

②

③

④

(単位：千円）

現計予算額 補　正　額 補正後の予算規模 備考

55,662,000 6,438,000 62,100,000

国民健康保険事業 12,936,000 159,381 13,095,381

介護保険事業 12,120,000 346,429 12,466,429

後期高齢者医療事業 3,811,000 △ 1,324 3,809,676
企業
会計 水道事業 3,477,991 0 3,477,991

債務負担
行為補正

6,942,486

　　《一般会計》

　　　（歳入） （単位：千円）

金　　額

＊ 地方交付税（普通交付税） 545,483

＊ 国庫支出金　

30,461

＊ 寄附金

一般寄附金 3,000,000

＊ 繰越金（前年度繰越金） 2,247,606

ふじのみや寄附金の受け入れ増加に伴う経費の追加  1,532,494千円

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の決定に伴う事業経費の追加　30,461千円

基金への積立て 3,717,060千円

２　補正する会計及び補正額

令和７年度９月補正予算の概要

１　補正予算の概要（一般会計）

　今回の補正予算は、当初予算編成後の状況の変化から、物価高騰対策やインフラの維持補修などの緊
急に対応しなければならない事業に要する経費を措置するとともに、今後の財政需要に対応するため基金
への積立てを追加し、財政の健全性維持と基盤強化を図りました。
　歳入では、普通交付税の交付額決定及び前年度決算剰余金の確定に伴う繰越金の追加、ふるさと納税
におけるふじのみや寄附金の追加、国・県補助対象事業の内示・決定に伴う特定財源の補正などにより、
財源を措置しました。
　歳出では、道路河川等の生活基盤整備費、学校等公共施設設備の維持補修費、国・県補助対象事業の
内示・決定、その他各種事業の進捗状況を把握する中で、年度内に必要と見込まれる経費に加え、ふじの
みや寄附金事業や給食費負担軽減対策事業に係る経費などを措置するとともに、財政調整基金を始めと
した各種基金へ積立てを行いました。

　＜主要事業＞

道路、河川等の生活基盤及び学校等施設設備に係る維持補修費等の追加　474,750千円

前年度決算剰余金の確定による追加
（実質収支額 2,747,606千円）

備　　　考

交付額の決定（3,812,483千円）による追
加（現計予算額 3,267,000千円）

ふじのみや寄附金の追加

会　　計　　名

一　般　会　計

合　計

３　補正の項目別明細（抜粋）

項　　　　　目

特
別
会
計

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 交付額の決定による追加



（歳出） （単位：千円）

金　　額

＊ 3,717,060

＊ 1,532,494

＊ 25,461

＊ 10,266

＊ 5,000

＊ 63,000

＊ 106,754

＊ 109,000

＊ 47,000

　　《特別会計》

(1) 国民健康保険事業特別会計

歳入：前年度決算剰余金確定に伴う繰越金の追加

歳出：保険給付等支払準備基金積立金の追加

(2) 介護保険事業特別会計

歳入：一般会計からの繰入金、前年度決算剰余金確定に伴う繰越金の追加等

歳出：保険給付等支払準備基金積立金、一般会計への繰出金の追加等

(3) 後期高齢者医療事業特別会計

歳入：広域連合事務費負担金確定に伴う一般会計からの繰入金、前年度決算剰余金確定に

　　　 伴う繰越金の減額等

歳出：広域連合事務費負担金確定に伴う一般会計への繰出金の減額

　　《企業会計》

(1) 水道事業会計

コンビニエンスストア等収納代行委託に係る債務負担行為の追加

項　　　　　目 備　　　考

基金積立金

財政調整基金　　  2,232,000千円
ふるさと応援基金　　916,423千円
職員退職手当基金　200,000千円
学校施設整備基金　200,000千円
世界遺産富士山基金 99,180千円
社会福祉施設整備基金
　　　　　　　　　　　　 　 69,457千円

ふじのみや寄附金事業
ふじのみや寄附金に対する返礼に係る
報償費、手数料等の追加

給食費負担軽減対策事業
学校、公立・民間保育所等の物価高騰
対策に係る給食賄材料費、補助金の追
加

災害時非常用電源確保対策事業
公立・民間保育所等の防災対策に係る
ポータブル電源等の購入経費の追加

用排水路等維持に係る委託料、改良工
事費等の追加

ゼロカーボンシティ推進事業
事業者向けゼロカーボン推進事業費補
助金の追加

用排水路等維持改良事業

市道維持補修事業
市道維持に係る委託料、補修工事費等
の追加

河川等維持改良事業
河川等維持に係る委託料、改修工事費
等の追加

（小・中学校）施設設備維持補修費
施設修繕料の追加（小学校27,000千
円・中学校20,000千円）


